
一般会計決算額を
町民１人当たりに換算すると…

１人当たりの町税負担額は
10 万 9,191 円（前年比 1.6％増）

1 人当たりの地方債残高は
82 万 8,654 円（前年比 1.8％減）

※人口（平成 29 年 3 月末現在）　2 万 7,007 人

平成 28年度　一般会計（歳出）　性質別決算額

─ 用語解説 ─
一般会計・特別会計／さまざまな事業に対応するため、収支が複雑

化しないように財布を分けています。一般会計は行政運営の基
本的な経費を網羅して計上した会計であり、特別会計以外の全
ての経費は一般会計で処理しています。一方、特別会計とは、
一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して
処理するための会計です。

実質収支額／形式収支（各会計年度における歳入総額から歳出総額
を単純に差し引いた額）から、翌年度への繰り越すべき財源を
差し引いた額。

地方債／特定の歳出に充てるため、地方自治体が年度を超えて元利
を償還する借入金のこと。

人件費
28億 8,927 万円

人件費
28億 2,724 万円

扶助費
12億
783万円

扶助費
13億

8,881 万円

公債費
25億 7,924 万円

公債費
25億 9,562 万円

普通建設事業費
25億 2,944 万円
災害復旧費
8,839 万円

普通建設事業費
19億 2,156 万円
災害復旧費

4億 2,946 万円
平成 27年度

平成 28年度
物件費

22億 4,285 万円
維持補修費

1億 8,191 万円

補助費など
12億 1,143 万円

積立金
11億 4,177 万円

物件費
21億 2,484 万円

維持補修費
1億 8,837 万円

補助費など
12億 4,423 万円

積立金
12億 9,686 万円

繰出金
20億 9,430 万円

繰出金
20億 4,872 万円

義務的経費 投資的経費 その他経費

20 億円 160億円140億円120億円100億円80億円60億円40億円

広報ありだがわ　2017.125 広報ありだがわ　2017.12
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